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（参考第２号）                      

 

提出された意見等及びそれに対する市の考え方 

 

案件名：都城市こども計画（案） 

募集期間：令和６年１２月２日から令和７年１月６日 

意見等提出件数：６０件 

項目 意見等の内容 件数 市の考え方 

全体 複数個所にわたる文章の

表現の誤りとの指摘 

（「…必要です」などは施

策として「…します」に

直した方がよい など） 

１ 語句の誤り等について訂正いたしまし

た。 

なお、課題とこれに対する施策を分け

て記載しているため、課題の分析に係

る部分は「○○な状況にあるため○○

が必要です」のような記載となってい

ます。 

全体 すばらしいこども計画だ

と思います。こどもの出

生率が上がって欲しいな

と思います。 

１ 本市のこども・若者のため、本計画に

基づき、各施策をしっかり進めてまい

ります。 

第 2章-1-(3) 

未 婚 の 動 向

（P7） 

資料に年齢別未婚率の推

移と国、県比較の表題が

必要 

１ 資料に表題「年齢別未婚率の推移と国、

県比較の表題」を追記します。 

 

第 2章-2-(1) 

教育保育施設 

（P11、P97） 

P11 では潜在的な待機児

童がいるものと考えられ

ます、P97では空き待ち児

童となっている。待機児

童か空き待ち児童か。 

１ 実際には待機児童は発生しておりませ

んので、「空き待ち児童」で統一します。 

第 2 章-2-(1)-

②認定こども

園の図表 

(P15) 

認定こども園の正式名称

がいいのでは。かしの→

幼保連携型認定こども園

かしの。 

１ 図表の標記において、表示できる文字

数に限りがあるため、かしのを変更す

るとほかの施設も変更する必要がある

ことから現行のままとします。 

第 2 章-2-(1)-

③幼稚園の表

及び図表 

(P17、P18) 

高崎総合支所ではなく高

城総合支所では。 

１ P17 幼稚園の入所児童数の推移表及び

P18 図表下の資料提供元を高崎総合支

所地域生活課から高城総合支所地域生

活課に修正します。 

第 2 章-2-(1)-

③ 

幼稚園の図表

公立幼稚園２園につい

て、同じ高城町で１園は

園児充足率が 20％となっ

１ 現時点で再編等の計画はありません。 

今後も地域から上がってくる声に応じ

て、実情にあった検討を進めていきま
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(P18) ているが、今後、再編等

の計画があるのか知りた

い。他の自治体でも公立

幼児園の存続についての

見直し等が行われてお

り、2023 年度は、全国で

前年比 166 園減少してい

る。 

す。 

第 2 章-2-(1)-

⑥ 

障がい児保育

の 実 施 状 況

(P21) 

障がい児保育の実施状況

で、安心して児童を受け

入れることができる体制

を整えるため、職員を確

保するなどの環境整備に

取り組んでいます。→保

育士の加配の明記 

１ 障がい児保育において保育士を加配す

ることは、保育士を専任で配置するこ

とと同義となりますが、保育士の加配

に関する実施状況としては、「専任の保

育士を配置する保育所等に対し、補助

を実施しています」と表記しているこ

とから、現行のままとします。 

なお、市の補助による専任保育士の配

置数を「障がい児保育の実施状況の推

移」の表に加えます。 

第 2 章-2-(3)-

① 

利用者支援事

業 

（P23） 

16 行目以降の「こども家

庭センター」について、

設立の時期や経緯につい

て詳しく記述した方がよ

い 

1 「こども家庭センター」の設置につい

ては、令和４年の児童福祉法等の改正

により、令和６年４月から市町村にお

ける設置が努力義務とされました。本

市においても令和６年４月から設置を

しておりますので、その経緯について

修正・追記いたします。 

第 2 章-2-(3)-

⑬ 

実費徴収に係

る補足給付事

業 

(P33) 

実費徴収にかかる補足給

付事業→周知方法は 

１ 保育課で事業の対象となる、被保護世

帯と中国残留邦人等の自立支援給付受

給世帯を把握して、対象者に入所する

教育・保育施設を通して周知します。

入所中の施設でも申請等の手続きがで

きるよう、併せて施設に協力を依頼し

て事業を進めています。 

第 2章-3-(1) 

各種調査の概

要 

(P49) 

WEB アンケートが令和６

年７月に児童・生徒対象

に実施され、その結果が

P138 に一部抜粋として掲

載されているが、全結果

も閲覧できるよう QRコー

１ こども・若者の意見聴取アンケートに

おいては、小中学生・高校生、若者の

みなさんから、たくさんの御意見をい

ただきました。計画策定の際も、こど

も・若者の現状や考えを知ることがで

き、今後のこども施策や取組のための
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ドを表示しておくとよい

と思う。 

大変貴重な資料となりました。アンケ

ート結果は、全結果を市のホームペー

ジに掲載しておりますので、ぜひご覧

ください。 

第 2 章-3-(2)-

③ 

「こどもや子

育て世帯の生

活」に関する意

見・ニーズ 

(P52) 

『生活状況調査におい

て、一般世帯に比べ、貧

困の可能性がある世帯で

は、「家族旅行に行く」「学

習塾に通わせる」「習い事

に通わせる」などについ

て、経済的に厳しくでき

ないとの回答が多くなっ

ています。』とあるが、「部

活動に入らせることが経

済的に厳しい」が所得段

階の低い世帯ではすべて

の世帯と比べると多い。

この分析でいいか 

１ 御意見のとおり、所得段階の低い世帯

では、すべての世帯と比べて「部活動

に入らせること」が経済的に厳しく、

できていないケースが多いことがわか

りますが、経済的に厳しくてできない

ことの上位３項目は、「家族旅行に行

く」「学習塾に通わせる」「習い事に通

わせる」であるため、表記はそのまま

とします。 

 

第 2 章-3-(2)-

④ 

「切れ目のな

い支援」に関す

る意見・ニーズ 

(P56) 

一定数の高校生・若者世

代が都城市の魅力として

住みやすさ、子育て支援

の充実などをあげ、今後

も住み続けたいと回答し

ています。一方で、一度

は外に出て進学や就職を

してみたいという希望都

会で自分のやってみたい

ことに挑戦できる環境に

身を置きたいと考える人

も多くみられます。一定

数の高校生・若者世代は

３割、一度は外に出て進

学や就職をしてみたいが

４割。どう分析するか。 

１ 次のとおり修正します。 

「一度は外に出て進学や就職をしてみ

たいという希望があったり、都会で自

分のやってみたいことに挑戦できる環

境に身を置きたいと考える高校生・若

者世代が 4 割を超えています。一方、

３割の人が都城市の魅力として住みや

すさ、子育て支援の充実などをあげ、

今後も住み続けたいと回答していま

す。本市が若い世代に選ばれるような

魅力と住みやすさを具え、若者の地元

定着や回帰が図られるよう、雇用の場

の確保や安心してこどもを産み育てる

ことのできる環境づくりが必要である

と考えます。」 

 

第 2章-5-(2) 

こども・若者の

社会的自立に

ついて 

貧困世帯のこどもや若者

の生活や学習面での課

題、本来は大人が担うは

ずの家事や家族の世話な

１ 御意見のとおり、簡潔な表現に変え、

以下のとおり修正します。 

「貧困やヤングケアラー、障がいなど

の困難を抱えたこども・若者を取り巻
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(P60) どを日常的に行うヤング

ケアラーが必要としてい

る支援、障がいのあるこ

どもや若者 が社会的に

自立して生活する上での

課題は、複合的な課題で

あることが多く、個々の

状況に応じた適切な支援

につなげるため、支援す

る側の理解と連携体制を

強化することが必要で

す。→文章が長すぎませ

んか。 

く課題は、複合的であることが多く、

支援する側の理解と連携体制を強化

し、個々の状況に応じた適切な支援に

繋げます。」 

第 3章-2-(2) 

困難な環境に

あるこども・若

者 へ の 支 援

(P63) 

こどもの貧困への対応や

ヤングケアラーの支援、

障がいのあるこども・若

者に対する教育・保育・

療育の充実など、様々な

課題を抱えたこどもや子

育て世帯に対する支援体

制の強化を図り、他の保

健・福祉・教育分野など

の機関とも連携をしなが

ら支援へつなげ、こど

も・若者の生活をしっか

りと支える環境づくりを

進めます。また、児童虐

待については、社会全体

で早急に解決すべき重要

な課題であり、虐待の防

止、早期発見・早期対応

に関係機関や地域と連携

して取り組みます。→文

章が長すぎませんか。 

 

 

 

 

１ 御意見のとおり、簡潔な表現に変え、

以下のとおり修正します。 

「貧困やヤングケアラー、障がいなど

様々な困難を抱えたこども・若者や子

育て世帯に対する支援体制を強化し、

保健・福祉・教育などの各機関が連携

して、こども・若者の生活をしっかり

と支えていきます。また、児童虐待は、

社会全体で早急に解決すべき重要な課

題であり、虐待の防止、早期発見・早

期対応に関係機関や地域と連携して取

り組みます。」 
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第 3章-3 

施策の体系 

(P64) 

高等教育の就学支援と充

実⇒文科省の資料では高

等教育の修学支援新制度

とあるが。 

１ 「就学支援」を「修学支援」に修正し

ます。 

第 4 章 基本目

標 1-1-(1) 

こどもの権利

に関する理解

促進と普及啓

発 

 (P65) 

子ども自身が知ることが

できるようなパンフレッ

ト等を配布する工夫が必

要と思います。50 年くら

い前に子どものための権

利の本があります。もう

絶版にはなっています

が、そこにはわかりやす

く「権利」について書い

てあります。 

１ WEB アンケートの結果では、こどもの

権利について、年齢が低いほど、知ら

ないこどもの割合が高い結果となりま

した。今後、こどもの権利について、

小学生の児童にもわかりやすい啓発、

理解促進の方法を検討していきます。 

第 4 章 基本目

標 1-2-(1) 

子ども・若者の

居場所づくり

（P65）及び 

第 4 章 基本目

標 5-1-(3) 

放課後等の居

場 所 づ く り

(P83) 

・放課後児童クラブの利

用料無償化（未就学施設

は無償化されている）。 

・児童クラブの環境改善

（一人当たりの面積基準

が低いため、すし詰め状

態の施設が多い。安全面、

児童間のトラブル等に繋

がっている等）。 

・小学校併設クラブ（空

き教室利用等）での「低

学年」「障がいのある児

童」の積極的な受け入れ

（児童の安全性等を考

慮、クラブまでの移動が

ない、慣れた環境で過ご

せる等）。その分の費用及

び職員の上乗せ。 

・高学年の受入を精査す

ることで１年生の受入を

拡大することができない

でしょうか（それに伴い

新規クラブ開設費用を削

減？）。 

７ 放課後児童クラブの利用料について

は、個々の家庭の状況に応じて利用料

の免除を行っていますが、利用者全員

の無償化については、現時点で実施予

定はありません。 

児童クラブの実施環境については、設

置基準等を基に整備されております。

夏休みのみの利用等に対する対応策な

ど国や県において検討されているもの

がありますので、動向をみながら検討

を進めてまいります。 

放課後児童クラブの利用については、

低学年や障がいのある児童などクラブ

利用の優先度が高い児童の積極的な受

入れを、小学校併設クラブに限らずお

願いしており、受入れに係る費用の補

助については、国の基準を基に行って

おります。 

児童クラブの職員配置や処遇改善につ

いては、国の基準等に照らしながら、

クラブ事業者の定めにより取り組まれ

ているところではありますが、働きや

すい環境づくりについて啓発を行って

まいります。 
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・夏休みのみの受け入れ

を「小学校特別教室」や

「児童館」、「放課後等デ

イサービス」等の施設を

利用できないでしょうか

（多機能施設）。職員は小

学校の臨時講師。 

・児童クラブ職員の更な

る処遇改善（午後からの

勤務や小学校休業中は１

日勤務等で働きにくいた

め職員募集がきびしい）。 

・小中学校での不登校児

童のための待機教室の改

善（常時職員の配置等）。 

第 4 章 基本目

標 1-2-(1) 

こども・若者の

居場所づくり 

(P66) 

 

・児童館を子育て世代だ

けでなく、気軽に利用し

てもらいたい。 

・仕事をされている方で

育休を取られている方が

もっと児童館の存在を知

っていいただけるように

なったらいいなあと思い

ます。 

2 児童館は子育て世代や、０歳から 18歳

までの児童を対象とした施設として運

営しております。 

児童館の存在を、育休中の方々も含め

て、より多くの方に知っていただける

ようになることは大切だと考えます。

現在は、市のウェブサイト等を活用し

て児童館の情報を発信していますが、

さらに広く情報を届けるための取組を

進めてまいります。 

第 4 章 基本目

標 1-3-(1)こど

も・若者の総合

的な相談体制

と情報提供の

充実 (P67) 

市の子育て支援に関わる

仕事をしていますが、相

談を受けていて多様化し

ているなと感じていま

す。色んな悩みを繋いだ

りすることも増え、自分

達もたくさんの機関を知

っておく必要があるなと

感じました。意見ではな

いかもしれませんが、子

育て分野のみでなく地域

と連携していく中でもっ

と交流の場を増やしてい

１ 市の子育て支援にあたる職員について

は、関係課、関係機関・団体等との連

携も重要なことから、重層的支援体制

会議をはじめ、さまざまな分野の機

関・団体等が集まる会議や情報共有等

の場を設けているところです。 
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きたいと思っています。 

第 4 章 基本目

標 1-3-(1) 

こども・若者の

総合的な相談

体制と情報提

供の充実 

(P67) 

こども・若者の総合的な

相談体制と情報提供の充

実⇒チャイルドラインの

紹介も 

１ 取組、事業例の「こども・若者に関す

る相談窓口の周知」に「チャイルドラ

イン（電話相談）」を追記します。 

 

第 4 章 基本目

標 1-3-(1) 

こども・若者の

総合的な相談

体制と情報提

供 の 充 実 

(P67) 

子育て支援センターは、

たくさん催しものがあっ

て助かっています。初め

ての子育ての方にも知っ

てもらえるようにしたら

もっといいのかなと思い

ます。 

１ 地域子育て支援センターを知らない

方々にも知っていただけるよう、今後

も広報・周知に努めてまいります。 

 

第 4 章 基本目

標 1-3-(1) 

こども・若者の

総合的な相談

体制と情報提

供 の 充 実 

(P67) 

子育て支援施設の行事予

約の際、職員の対応が悪

かった。職員の接遇の向

上を希望します。 

１ 施設を利用される皆様に快適に過ごし

ていただけるよう、職員の接遇につい

て、指導を徹底してまいります。 

 

第 4 章 基本目

標 1-3-(1) 

こども・若者の

総合的な相談

体制と情報提

供 の 充 実 

(P67) 

子育てに力を入れていた

だき感謝します。知らな

い情報も多く、それらを

知るすべがもっとあった

らいいのになと思いま

す。 

１ 本市では、子育てやこども施策に関し

て、インスタグラム「こどもまんなか

みやこのじょう」、子育て応援サイト

「はぴみやこんじょ」、母子健康情報サ

ービス（電子母子手帳サービス）、子育

てガイドブック、市公式 LINE、市ホー

ムページ等で情報提供させていただい

ています。今後も多様な媒体を通して、

情報を必要とする人にわかりやすく届

くよう情報発信していきます。 

第 4章 基本目

標 1-3-(1) 

こども・若者の

総合的な相談

体制と情報提

供の充実(P67) 

支援センター等活用させ

ていただいていますが、

地域差があるような気が

します。私が知らないだ

けかもしれませんが。 

１ 地域子育て支援センターの場所の偏り

については、今後も利用ニーズ等を確

認しながら検討を進めてまいります。 
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第 4 章 基本目

標 2-1-(2) 

こどもたちの

ための経済的

支援(P70) 

こどもたちのための経済

的支援⇒就学援助は？ 

１ 就学援助制度は、経済的理由により就

学困難な児童・生徒の保護者に対して、

学用品費等の援助を行うことで、義務

教育の円滑な実施を行うことを目的と

しておりますので、「こどもたちの教育

支援」の取組であると考えております。 

そのため、前頁 P.69（1）こどもたち

のための教育支援の項の【取組・事業

例】にて、「生活困窮世帯等への経済的

支援」の例として、就学援助を挙げて

おります。 

第 4 章 基本目

標 2-1-(1) 

こどもたちの

ための教育支

援 

(P69) 

「子どもの生活・学習支

援事業」の実施地区につ

いて、目標値が R５年度の

15地区と同じ。20地区ぐ

らいまでの目標は必要で

は。 

１ 目標値として示している 15 地区は市

内を姫城地区、妻ケ丘地区など 15の地

区に分けた全地区を指しており、今後

も市内全地区での実施を目標にしてま

いります。なお、令和６年度について

は、15 地区 27 箇所で事業を実施して

います。 

第 4 章 基本目

標 2-2-(2) 

障がいのある

こども・若者に

対する療育・保

育・教育などの

充実・支援体制

と連携強化 

（P72） 

ここ数年、保育園等の入

所児童で、気になる子や

配慮を必要とする子が、

以前に比べ倍以上入所し

ており、療育施設の利用

者（市内 42園で平行通園

児童在籍）も多くなって

るのが現状です。そして

その対応に苦慮している

のが保育園等の実情で

す。 

職員配置、人員確保等の

対応が難しい環境の中、

現状の補助対応では現場

の職員の負担が多すぎま

す。 

国の補助員制度（地域障

害児支援体制強化事業

500万）を活用して、市に

専門職員を確保・配置し、

１ 保育現場で高まる療育支援ニーズの中

で、安心して児童を受け入れることが

できる体制を整えるため、特別な支援

を必要とする子どもに対し、障がい児

保育について知識及び経験を有する専

任の保育士を配置する保育所等に補助

を実施しています。また、本市では、

地域障害児支援体制強化事業を活用

し、療育支援事業である「ウルトラマ

ン教室」を開催しています。療育施設

等の利用方法等については、市ホーム

ページに掲載しております。入所後の

相談等については、保育園等を巡回し

対応を行っております。療育施設同士

の調整、個々の専門性や指導内容等に

つきましては、地域の課題を協議する

場である障害者自立支援協議会や指定

権者である県と連携し、利用者が適切

な支援を受けられるよう努めてまいり

ます。 
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保育園を含む療育施設等

への入所基準や、入所後

の相談等に応じるシステ

ムを明確にしていただく

とありがたいのですが。 

また、療育施設（市内 35

施設）同士の調整、個々

の専門性や指導内容等が

定かでないところも感じ

ています。 

 

第 4 章 基本目

標 2-2-(2) 

障がいのある

こども・若者に

対する療育・保

育・教育などの

充実・支援体制

と連携強化 

（P72） 

放課後デイサービスを探

しているところですが、

場所やどういう内容化、

先生や生徒の人数はどれ

くらいか等、情報が分か

りづらく、見学にもなか

なか行けないので、何か

しらの形で、そういった

情報をもっと広く公開し

てもらえると助かるかな

あと思います。 

１ 放課後等デイサービスの住所及び電話

番号につきましては、都城市ホームペ

ージに掲載しています。サービスの提

供内容や各事業所での受入可能人数等

の情報については、指定権者である県

と連携し、利用者へ適切に情報提供で

きるよう、努めてまいります。 

第 4 章 基本目

標 2-2-(2) 

障がいのある

こども・若者に

対する療育・保

育・教育などの

充実・支援体制

と 連 携 強 化

(P73) 

「子どものことはこども

課で」と以前は思ってい

ました。今は国に「こど

も家庭庁」ができ、大き

い流れができつつあるこ

とはありがたいと思いま

す。 

今後は例えば児童発達支

援の利用の際、障がい福

祉課と保健師の両課にか

かるような案件につい

て、スムーズに対応でき

るような仕組みができる

ことを期待します。 

１ 児童発達支援が必要とされる児童につ

いては、市障がい福祉課と市保健セン

ター等の保健師と情報共有しながら利

用相談を受け付けております。今後も

保健センターをはじめとする関係各課

との連携を強化し、適切な支援が行え

るよう努めてまいります。 

第 4 章 基本目

標 2-2-(2) 

障がいのある

３歳未満児が児童発達支

援を利用する際、セルフ

プランを行政の助言のも

１ 早期療育の必要性は重要であると考え

ております。セルフプランはスピード

感という面において、有効な手段のひ
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こども・若者に

対する療育・保

育・教育などの

充実・支援体制

と 連 携 強 化

(P72・73) 

と作り、超早期の対応の

スタートが早くできると

よいかと思います。３歳

以上は相談支援がつくと

望ましいと思います。 

とつであると認識しております。しか

しながら、児童発達支援については、

児童の発達に合わせた支援が重要であ

りますので、スピード感より支援の質

の向上を重視し、専門的な知識や経験

を持つ相談支援専門員によるプランに

基づいた支援が望ましいと考えており

ます。 

第 4 章 基本目

標 2-3-(3) 

ヤングケアラ

ーに対する支

援 に つ い て

(P75) 

本人は「ヤングケアラー」

とは思っていないことが

多くあります。周囲が気

づいた大人が子どもの声

を引き出し、つなぐこと

が大事です。 

周囲の大人とは友達の両

親や学校や幼稚園、保育

園の担任や、その家庭に

出入りしている担当者等

があたるのではないかと

思います。 

１ ヤングケアラーに対する支援は、周囲

の大人等が理解を深め、家庭において

こどもが担っている家事や家族のケア

の負担に気づき、必要な支援につなげ

ることが重要であると認識しておりま

すので、ヤングケアラーに対する理解

や気づきにつながるよう周知・啓発を

実施していきたいと考えております。 

第 4 章 基本目

標 3-1-(2) 

有害な環境等

からの保護と

啓発 

(P78) 及び 

第 4 章 基本目

標 5-2-(1) 

不登校等、困難

に直面するこ

どもに対する

支援 

(P87) 

ネット依存・ゲーム障が

い対応への加筆 

P55のニーズ調査では、ネ

ット関係の支援・対策へ

の期待が 40％近くある。

国の調査でもネット依存

症は無視できない数にの

ぼっている。また、前職

時に市の不登校生対象の

適応指導教室や教育相談

にあたった経験からも不

登校の背景にはネット依

存・ゲーム障がいがある

のは否めない事実であ

る。 

そこで、P78の（2）や P87

の（1）などに、これらの

現状と支援策について加

１ P78の（2）有害な環境等からの保護と

啓発の文中、「…こうした中、有害な情

報からこども・若者を守るとともに…」

に「…こうした中、有害な情報やネッ

ト依存症からこども・若者を守るとと

もに…」のように下線部分を追記しま

す。 

また、P87の（1）については、不登校

に主眼をおいた取組であり、P78 でイ

ンターネットや SNS 等の利用による弊

害にについて触れていることから現行

のままとします。 
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筆していただくと、ニー

ズ調査も踏まえた支援策

としての整合性が、市民

により鮮明に伝えること

ができると考えます。 

第 4 章 基本目

標 4-1-(1) 

母子の健康管

理・維持の充実

(P80) 

「５歳児健診」の実施に

向けた取組状況を加筆。

「３歳児健診」後の「就

学時健診」では、就学に

向けた支援と就学してか

らの支援が遅れがちにな

る傾向が見られる。P55

のニーズ調査でも、障が

いのある子の早期対応・

体制づくりへの期待が

40％に届こうとしてい

る。そこで支援に確実に

つなげるために、発達障

がいの特性が認知できる

４歳６か月から５歳６か

月の幼児を対象に、新た

に「５歳児健診」を施策

化していただきたい。こ

ども家庭庁の「５歳児健

診ポータル」によると自

治体の 15％が実施してい

るとのデータも出てい

る。さらに、虐待や貧困

のリスクを抱えた家庭や

子どもたちを支える施

策、不登校対策の施策に

もつながっていくと考え

る。 

したがって、「５歳児健

診」実施に向けた取組状

況が「基本目標」に示さ

れていると、特に子育て

期の市民は心強く感じる

１ 現在、「５歳児健診」の実施方法につい

て協力関係機関と協議を行っておりま

す。現時点で方針が決定しておりませ

んので、内容が確定次第、計画に加筆

させて頂きたいと考えております。 
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のではないでしょうか。 

第 4 章 基本目

標 4-3-(1) 

多様な保育・教

育サービスの

充実 (P83) 

移住定住の方が多く、保

育園に入所しづらい。そ

のため、仕事に復帰でき

ず、困っている方が多い。 

１ 保育ニーズの急増に対し、受入体制が

追い付かず、保育所等の入所が難しい

状況が続いています。そのため、保育

所等に定員を上回る受入依頼、保育士

確保のための就職支援金及び施設増設

等の取組みにより、受入れの確保を図

っていきます。 

第 4 章 基本目標

5-1 

学校教育の充実

と環境整備 

（P85～） 

 

企業の誘致や地域の都市

化による学校の改修につ

いて少し遅れをとってい

ます。人口大幅増の都北

小の新校舎が今頃完成す

るのは都市計画の見定め

が出来ていません。昔な

がらの学校改修と同様に

行われ、現代の子どもた

ちが住まう教室が各学校

狭いです。 

 

１ 本項目では、こどもたちの心の成長を

促す取組について掲載しております。 

御意見いただきました学校施設の整備

に当たっては、文部科学省の定める基

準に沿って事業実施しているところで

ありますが、人口動態を見ながら、引

き続き学校施設の整備に努めてまいり

ます。 

 

第 4 章 基本目

標 5-1-(1) 

教育を支える

人材の確保と

質 の 向 上 

(P85) 

教育を支える人材の確保

と質の向上における教育

への取組がない気がす

る。取組・事業例の中で、

学校外教育の充実の項が

欲しい。 

教育委員会とこども課及

び社会福祉協議会におけ

る連携・協力の部分が弱

いと考えます。各課との

横の連携充実を確実にし

てほしい。 

1 本計画は分野ごとの計画と整合を図り

ながら策定していますので、「教育を支

える人材の確保と質の向上について」

は、第２期教育振興基本計画に合わせ、

「都城市・三股町合同教育研究会の充

実」「授業力向上セミナーの開催」とい

った取組例を追記します。 

本計画では、学校外教育の主な取組と

してコミュニティ・スクールの運営を

とり上げていますが、地域との連携・

協働により、人財活用や児童生徒の学

びの場の確保を図り、地域とともにあ

る学校づくりを推進しています。また、

教育委員会では大学との協働による事

業を実施するなど、高等教育機関の知

見を活かした多様な学びの場の確保や

人材の活用に努めています。 

教育委員会とこども部、福祉部、社会
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福祉協議会では、こどもやその保護者

各々の状況に応じ連携して取り組んで

いますが、更に連携強化を図ってまい

ります。 

第 4 章 基本目

標 5-1-(1) 

教育を支える

人材の確保と

質の向上 

（P85） 

中学校の５月の運動会の

時はまだよかったのです

が、８月から 11月にかけ

て校内整備が間に合わ

ず、草ぼうぼうの中、部

活動をしたりする状態が

続きました。PTAで奉仕作

業等しましたが、厳しい

状況でした。学校用務員

さんの常駐をお願いした

い。検討願います。 

１ 学校技術員が常駐していない学校につ

きましては、環境美化職員が担当校を

巡回し環境美化作業を実施しておりま

す。 

草刈が間に合っていないなど、お気付

きの点がありましたら、当該校へお知

らせください。学校と調整の上、作業

計画を作成し、対応してまいります。 

第 4 章 基本目標

5-1-(2) 

豊かな人間性と

生きる力を育む

活動の推進 

（P86） 

成果目標の「みやこんじ

ょ部活動応援プロジェク

トを実施した部活数」に

ついて、17 競技となって

いるが、競技名の記入が

必要ではないか？ 

１ 競技については、部活動の状況によっ

て対応していくため、現行のままとし

ます。 

第 4 章 基本目

標 5-3-(1) 

こどもの健康

管理・維持の充

実 

 (P88) 

栄養教諭・栄養職員を活

用した食育に関する取組

を行った学校数の割合⇒

第２期都城市教育振興基

本計画（案）P61との整合

性は。 

１ 第２期都城市教育振興基本計画の目標

値に合わせ、成果指標「栄養教諭・栄

養職員を活用した食育に関する取組を

行った学校数の割合 」の標記について

以下のとおり変更します。 

目標値（R11年度）44校（81.5%） 

         →54校（100%） 

第 4 章 基本目

標 6-1-(1) 

大学等進学に

対する教育機

会の提供 

(P89) 

奨学金の拡充施策に向け

た取組状況の加筆 

P55 未就学児と小学生の

保護者のニーズ調査結果

によると、「高校や大学な

どの教育の経済的負担の

軽減」への期待がどちら

も 60％を超えている。中

学校・高校の保護者がニ

ーズ調査の対象であった

１ 公益財団法人都城育英会の「都城三股

みらい応援奨学金」を給付型に改善す

ることについては、給付型奨学金には

返済がないため、安定した多額の財源

が必要となります。財団の財政状況等

を考慮すると、十分な資金を確保する

ことが極めて困難です。また、給付型

制度にすると支援できる学生数が大幅

に減少する可能性があり、現行の貸与

型制度の方が、より多くの学生に支援
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らば、いかほどになった

か想像は容易い。 

高校生以上の WEB 調査結

果 P140 と P143 下部にも

表れているように、経済

格差やその結果による教

育格差という負の連鎖

は、若者だけでなく市民

の夢や志を奪っていると

いえよう。そこで、財源

の問題もあるが、ぜひ給

付枠（例えば月５万程度、

４年間、数名）も復活さ

せていただければ、救わ

れる子どもや家庭もある

かと考える。 

貸与奨学金についても、

返還期間や返還額を大幅

に緩やかなものに設計し

直すなどすれば、将来の

負担にある程度明るい見

通しをもって、進学・就

職に向かうことが出来る

のではないかと考える。

現状を踏まえた具体的施

策として、この給付奨学

金と貸与奨学金について

の方向性・取組状況につ

いて P89 などに加筆して

いただきたく思います。 

を提供できます。 

また、国による給付型奨学金制度のさ

らなる拡充および日本学生支援機構の

奨学金制度の改善は、教育の機会均等

と教育費の負担軽減を実現する上で非

常に重要な施策であると考えておりま

す。本市としましても、機会を捉えて、

国に働きかけてまいります。 

第 4 章 基本目

標 6-1-(1) 

大学等進学に

対する教育機

会の提供 

(P89) 

 

高崎町江平地区において

高校への送迎が困難で

す。せめて電車の定期券

くらい、バスの利用料が

安価になるとバスの利用

がしやすくなるのではと

思います。補助金を出し

てもらえるとバス路線が

１ 路線バスにつきましては、自家用車の

普及や人口減少、少子高齢化等の影響

により、利用者は年々減少しておりま

す。路線バスの利用者減少が進むと、

運賃収入の減少や採算性の悪化によ

り、バス事業者単独での運行を維持す

ることが困難となります。そのような

中で、本市はバス事業者に対し、運行
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活かされます。元来、中

山間地域のバス路線は行

政の支援あってこそと思

いますが、高校生を持つ

家庭が利用しやすいよう

に支援があることが望ま

れます。 

に関する補助を行うことで、路線バス

の運行を維持しております。 

また、高校生への通学補助は行ってお

りませんが、交通事業者と連携し、定

期券の内容を見直すなど、路線バスが

利用しやすい環境の整備に努めてまい

ります。 

第 4 章 基本目標

6-2-(1) 

青年期の支援 

(P89～) 

 

 

当市の人口増加対策や子

育て支援等に関しては実

に充実しているが、企業

や民間団体・施設の取組

は、過度な労働、休日の

不足、低賃金など反対の

方向にふれている為、

「職」に対しての取組が

必要。 

１ 企業等へ向けて、働きやすい職場づく

りのため、働き方改革（長時間労働の

是正・年休の取得促進・同一労働同一

賃金等）やワークライフバランスの推

進など、関係機関と連携し啓発してい

きます。また、国や県が取り組んでい

る相談窓口やセミナー等を活用してい

ただけるよう、周知を図っていきます。 

 

第 4 章 基本目

標 7-3-(1) 

妊娠・出産に配

慮した就労環

境の整備 

(P94) 

都城市職員の子育て支援

をもっと厚くしてほしい

（残業が多すぎる）。 

１ 市職員の子育て支援制度については、

職員の男女を問わず、３歳に達するま

で取得できる育児休業や小学校入学ま

で取得できる育児部分休業、小学校卒

業までの子を対象とした看護休暇など

整備しており、また、小学校入学まで

の子の育児を行う職員の時間外勤務を

制限できる制度（条件付）も整備して

います。 

今後も、国内情勢を注視し、他との均

衡を図りながら、改善できるところは

改善していきたいと考えています。 

なお、残業（時間外時間勤務）につい

ては、時間外勤務の多い職員の業務内

容、その改善対策等を課長等に報告さ

せ、一職員に負担がかからないように

努めております。 

第 4 章 基本目

標 7-3-(4) 

地域や家庭に

おける男女共

同参画社会づ

（4）地域や家庭における

男女共同参画社会づくり

の推進⇒職場での推進も

必要では？ 

１ 本市におきましては、関連計画である

「第４次都城市男女共同参画計画」に

基づき、職場、学校、地域及び家庭な

どあらゆる場面において男女共同参画

社会を実現するための施策に取組んで
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く り の 推 進

(P95) 

おります。本計画の「地域や家庭にお

ける」の地域の文言の中に職場も包含

しております。 

第 5 章-2-(1)

「量の見込み」

算出のための

人口推計 

(P99) 

推計人口の根拠は？ １ R６年 10 月１日時点の現住人口

159,570 人を基準に、その後の各年 10

月１日現在の現住人口を推計していま

す。社会増減は通常の転出入動向に移

住者を年間 1,500 人と仮定して算出

し、自然増減は合計特殊出生率を令和

４年速報値の 1.61 から令和 13 年の

1.90へ段階的に向上したものとして女

性人口に乗じて推計し、死亡率は性別

１歳年齢毎に前５年平均の死亡率を乗

じて推計しています。なお、本計画で

使用している本市独自の人口推計は、

現在の人口動向を分析して将来人口を

推計しているため、今後の人口動向に

より、将来人口が変動する可能性があ

ります。 

第 5章-5-(2) 

放課後子ども

教室 

 (P116)  

現状、都城市内で行われ

ているこども教室事業は

市の委託事業ではなく有

償ボランティアでの開催

という実情があります。

また、市からの補助に関

しても非常に少なく、設

定された利用料に関して

も十分な活動を支えるに

は足りません。都城市で

こども教室数が増加しな

い理由はここにあると考

えています。国はそれぞ

れの小学校区に一つの割

合でのこども教室の設置

を目標としていますが、

他県他市と比べても非常

に遅れていると言って差

し支えないと思います。

１ 本事業は、地域の子どもは地域で育て

るという主旨のもと、市主催教室とし

て開催しています。利用料は活動保険

料と活動で使用する実費を徴収してい

ます。本事業は、子どもの社会性、自

主性、創造性等の豊かな人間性を涵養

する場であり、子どもだけではなく地

域の大人も積極的に参加し、持続可能

な体制の構築を図りたいと考えていま

す。実施場所につきましては、安全、

安心して多様な活動ができる小学校の

余裕教室や公民館等の社会教育施設等

で実施しています。放課後子ども教室

数については、御指摘の通り現状維持

にとどまり拡充できていない状況で

す。今回のご意見を参考に、さらに活

発な活動ができるよう、適切な予算配

分について再検討してまいります。今

後も引き続き学校・地域・保護者の皆
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この状態で現在から倍と

いう目標を設定したとし

ても到底達成することは

不可能だというのが所管

です。せめて委託事業と

して充分な運営に耐える

だけの予算を割り当てる

必要があるのではないで

しょうか。 

様との連携を強化し、より良い事業を

目指します。 

第 5章-5-(3) 

放課後児童健

全育成事業（放

課後児童クラ

ブ）と放課後子

ども教室 との

連携 

(P117) 

児童クラブとの連携とい

う題目においても、単に

同じ空間で一緒に遊ぶよ

うな意義の低いものでは

なく、児童クラブでは通

常実施が難しい様々なイ

ベントをこども教室側が

提供することで児童クラ

ブを利用する児童にも、

より価値のある体験を提

供できるような意義のあ

る連携が求められると思

います。現在のこども教

室で、このような形での

連携が行われていない理

由には有償ボランティア

故の野放図さも理由の一

端だと考えられます。こ

れを解決するためには、

上記のような委託事業化

と併せて、児童クラブと

の連携を念頭に置いた設

置計画が必要だと思いま

す。より具体的には、現

在開室している、ないし

新たに開設される児童ク

ラブの委託事業主にこど

も教室の委託を依頼する

形が望ましいと考えてい

１ 御指摘のとおり、放課後子ども教室と

放課後児童クラブの連携については、

より価値ある体験を子どもたちに提供

する機会として重要であると認識して

おります。現状ではこの取り組みはま

だ浸透しておらず、これから活発にな

っていくよう推進会議等で協議してい

く内容と捉えております。連携活動が

有意義なものになるよう、子どもたち

の興味・関心事や地域活動、地域の伝

統芸能等を取り入れながら、内容の充

実を図ってまいります。また、スタッ

フ研修も内容の充実を図り、魅力ある

放課後子ども教室を目指してまいりま

す。 
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ます。 

第 5章-5-(3) 

放課後児童健

全育成事業（放

課後児童クラ

ブ）と放課後子

ども教室 との

連携 

(P117) 

児童クラブとの連携を考

えた時に、それぞれの実

施場所の距離も非常に重

要になります。現在は公

民館での開催が多いです

が、国が本来想定してい

る小学校の空き教室や現

在ある児童クラブからア

クセスしやすい場所をよ

り柔軟に選択することの

できる仕組み作りが必要

だと思います。児童にと

ってより価値のある放課

後の時間を期待していま

す。 

１ 放課後の子どもの移動や児童クラブと

の効果的な連携を考えたときに、アク

セスしやすい場所の選定はとても重要

であると考えますが、小学校の空き教

室はほとんど無い状況です。また連携

事業については放課後という限られた

時間での活動となりますので、その内

容についても十分に検討していきま

す。今後は学校・地域・児童クラブ運

営者と連携を強化し、地域の実情に応

じた場所の選定や、児童の安全な交通

手段についても併せて検討いたしま

す。 

その他 

 

・図書館がきれいで便利

で本が借りやすい。 

・家の近くにエンゼル支

援センターがあり、いつ

来ても先生も優しく、子

どもたちとゆっくりでき

ます。家だと赤ちゃんと

二人なのでとても助かり

ます。 

・都城市は色々な子育て

支援センターの行事予定

をまとめているのであり

がたいです。 

・図書館がきれいになり、

便利になった。 

4 

 

今後も主体的に遊びや学習、体験・交

流などができる居場所の整備や、保護

者等と利用できる多様な遊び場などを

検討し、こども・若者の健やかな成長

やウェルビーイング（幸せな状態）の

向上を目指していきたいと考えており

ます。 

 


